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各市町村（学校組合）教育長

各県立学校長

様

キー‾：声 16高教職第1422号

平成17年3月25日

高知県教育長

男性職員の育児参加休暇等について（通知）

このことについて、公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（以下「規則」

という。）が別添のとおり改正されましたのでお知らせします。

なお、改正の要点は、下記のとおりですので、職員に通知するとともに、適正な運用を

してください。

記

1改正の要点（1）規則第12条に定める特別休暇に「男性職員の育児参加休暇」が加
えられたこと

（2）介護を行う職員の深夜勤務の制限（規則第8条の5）及び介護を

行う職員の時間外勤務の制限（規則第8条の9）について、それぞ

れ勤務の制限を請求した場合に、当該請求がなされなかったものと

みなす場合の規定から、当該請求に係る要介護者と同居しないこと

となった場合（規則第8条の4第1項貸3号及び第8条の8第1項
第3号）を除くこと

（3）「社会に貢献する活動」のために付与される特別休暇（規則第12

条第1項の表中第20の項）の算定から、週休日並びに休日及び代休
日を除くこと



職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則等の一部を改正す
る規則をここに公布する。

平成17年3月29日
高知県人事委員会委員長　上谷　定生

高知県人事委員会規則第9号
職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則等の一部を
改正する規 則

（職員の勤務時間
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（平成6年
に改正する。

3号及び第4
要介護者」

と」を削る。

第9条の9中「第1項第4号」を「第1項第3号及び第4号」

に改め、「、同項第3号中「子」とあるのは「要介護者」と」

を削り、「から第3号まで」を「又は第2号」に改める。

第13粂第1項の表中21の項を22の項と’し、20わ項を21の項と
し、19の項を20の項と　し、18の項を19の項と　し、17の項を18の

項と　し、16の項を17の項と　し、15の項を16の項と　し、14の項の

次に次のよ　うに加える。

（15）　男性職員の育児参加

（職員の配偶者が出産す

る場合であって、当該出

産に係る子又は小学校就

学の始期に達する　までの

子を養育する職員が、こ

れら　の子の養育のため勤

務　しないこ　と　が相当であ

る　と認め　ら．れる　と　き。）

員の配偶者が、14の項に

定する承欝を与える期間

こ該当する場合において、

間中　5　日　を超えない範囲

でそのつ　ど必要　と認める

日　又は時間（時間単位で与

口た休暇を　日・に換算する場は、8　時間を　も　って1日

とする。）

第13粂第2項中「17の項及び19の項」を「16の項、18の項及
び20の項」に改める。
第14集中「及び17の項」を「、16の項、18の項及び20の項」

に改める。

第16条第5項中「21の項」を「22の項」に改める。
（公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部改

正）
第2集　公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（

平成6年高知県人事委員会規則第48号）の一部を次のよ　うに改
正する。
第8条の5中「第1項第4号」を「第1項第3号及び第4

号」に改め、「、同項第3号中「子」とあるのは「要介護者」



第12条第2項中「17の項及び19の項」を「16の項、18の項及

び20の項」に改める。

’第13集中「及び17の項」を「、16の項、18の項及び20の項」

に改める。

第15条第5項中「21の項」を「22の項」に改める。

附　則

この規則は、平成17年4月1日から施行する。
′－、、
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新旧対照表

○公立学校職員職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則

新 旧

（介護を行う職員の深夜勤務の制限）

第8条の5　第9条の3及び前条t（第1項第3号及び第4号を除

く。）の規定は、条例第9条の2第3項に規定する日常生活を営

むのに支障がある者（以下「要介護者」という。）を介護する職

員について準用する。この場合において、前条第1項第1号中「子」

とある切は「要介護者」と、同項第2号中「子が離縁又は養子縁

組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった」とある

のは「要介護者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した」

と読み替えるものとする。　　　　．

（介護を行う職員の時間外勤務の制限）

第8条の9　第8条の7及び前条（乳主項筆写号及び発生量並びに

第2項第1号及び第2号を除く。）の規定は、要介護者を介護す

る職員について準用する。この場合において、前条第1項第1号

中「子」とあるのは「要介護者」と、同項第2号中「子が離縁又

は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなっ

た」とあるのは「要介護者と当該請求をした職員との親族関係が

消滅した」と、同条第2項中「次の各号」とあるのは「前項第1

号又は第2号」と、「同項」とあるのは「前条第1項」と醗み替

えるものとする。

（介護を行う職員の深夜勤務の制限）

第8条の5　第8条の3及び前条（策．上層農．4．号そ除く。）の規定

は、条例第9条の2第3項に規定する日常生活を営むのに支障が

ある者（以下「要介護者」という。）を介護する職員について準

用する。この場合において、前条第1項第1号中「子」とあるの

は「要介護者」と、同項第2号中「子が離縁又は養子縁組の取消

しにより当該請求をした職員の子でなくなった」とあるのは「要

介護者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した」と－」同項

農鼠貴．聖…〔子」 とあるのは「要介護者」と読み替えるものとする。

（介護を行う職員の時間外勤務の制限）

第8条の9　第8条の7及び前条・（第．主項鼻．4．号華びに第2項第1

号及び第2号を除く。）の規定は、要介護者を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、前条第1項第1号中「子」と

あるのは「要介護者」と、同項第2号中「子が離縁又は養子縁組

の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった」とあるの

は「要介護者と当該請求をした職員との親族関係が消滅した」と、

3号中「 とあるのは「要介護者」と、同条第2項中「次

の各号」とあるのは「前項第1号．むら弟3号まで」と、「同項」

とあるのは「前条第1項」と読み替えるものとする。



新 旧

（特別休暇） （特別休暇）

第12条　 条例第15条の特別休暇は、次の表に掲げるとお りとす る。 第12粂　 条例第15条の特別休暇は、次の表に掲げるとお りとす る。

原因 承認を与える期間 原因 承認 を与える期間

（1 ）～（14）　 略 略 （1 ）～（14）　略 略

（15） 男性職員の育児参加 （職員の酷イ 員の配偶者が、14の

者が出産する場合であって、当該出産に

係る子又は小学校就学の始期に達するま

での子を養育する職員が、これらの子の

養育のため勤務しないことが相当である

と認められるとき。）

項に規定す る承瓢 を与

える期間に骸当する場

合において、期間中 5

日を超 えない範囲内で

そのつ ど必要 と諷 める

日又は時間 （時間単位

で与 えた休暇を 日に換

算す る場合は、 8 時間

をもって 1 日とす る。）

（遁） 配偶者 の出産 出産す るため病院に入 （．ゆ　 配偶者の出産 出産するため病院に入

l　 1 院する等の 日か ら出産

の 日′以後 2 週間の期間

において 3 日を超 えな

い範囲内でそのつ ど必

と認 める日又は時間

（時間単位で与えた休

暇 を日に換算する場合

は、 8 時間をもって 1

日とする。）

院する等の 日か ら出産

の 日以後 2 週間の期 間

において 3 日を超 えな

い範囲内でそのつ ど必

要 と静める日又は時間

（時間単位で与えた休

暇を 日に換算す る場合

は、 8 時間をもって 1

日とす る。）
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（17） 育児 （職員が生後 1 年 6 月に達 1 日2 回 （男性職員に （．坤　 育児 （職員が生後 1 年 6 月に達 1 日2 回 （男性職員に

しない生児 を育てる場合。ただ し、あっては、配偶者が取 しない生児を育てる場合。ただ し、あっては、配偶者が取

男性職員にあっては、配偶者が当該得する当核休暇 （労働 男性職員にあっては、配偶者が当該 得す る当該休暇 （労働

生児 を育てることができない場合

に限る。）

l

基準法第67条の規定に 生児を育てることができない場合 基準法第67条の規定に

基づ く休暇等を含む。）

を含む。） 1 回4年分

に限る。） 基づ く休暇等 を含む。）

を含む。） 1 回45年＿＿

（．拉） 看護 （職員の配偶者並びに二親一の年につき5 日を超
（18） 看護 （職員の配偶者並びに二親一の年につき 5 日を超

等以内の血族及び姻族が負傷又は えない範囲内でそのつ 等以内の血族及び姻族が負傷又は えない範囲内でそのつ

疾病等の事由によ り看護 を必要 と ど必要 と課 める日又は 疾病等の事 由により看護を必要 と ど必要 と認める日又は

　　　　　　　 l
す る場合において、職員以外に看護

時間 （時間単位で与え する場合において、職員以外に看護 時間 （時間単位で与え

者がいない と認められ る場合） た休暇を日に換算する

場合は、 8 時間をもっ

て 1 日とす る。）

者がいない と諷められ る場合） た休暇を 日に換算す る

場合は、 8 時間をもっ

て 1 日とする。）

（週） 骨髄提供 （職員が骨髄移植のたそのつ ど必要 と認 める
（19） 骨髄捷供 （職員が骨髄移植のたそのつ ど必要 と静める

めの骨髄液の提供希望者 としてそ

の登録を実施す る者 に対 して登鱒

の申出を行い、又は骨髄移植 のため

配偶者 、父母、子及び兄弟姉妹以外

の者 に骨髄液を提供する場合で、当

該申出又は提供に伴い必要な検査、

入院等のため勤務 しないことがや

むを得ないと諷 められ る場合）

日又は時間 めの骨髄液の提供希望者 としてそ

の登録 を実施する者に対 して登録

の申出を行い、又は骨髄移植のため

配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外

の者に骨髄液 を提供す る場合で、当

該申出又は提供に伴い必要な検査、

入院等のため勤務 しない ことがや

むを得ないと静め られる場合）

日又は時間



新

（担）社会に貢献する活動（職員が自

発的に、かつ、報酬を得ないで、次

に掲げる社会に貢献する活動（専ら

親族に対する支援となる活動を除

く。）を行う場合で、その勤務しな

いことが相当であると認められる

とき。）

1　地震、暴風雨、噴火等により相

当規模の災害が発生した被災地

又はその鳳辺の地域における生

活関連物資の配布その他の被災

者を支援する活動

2　身体障害者療護施設、特別養護

老人ホームその他の主として身

体上若しくは精神上の障害があ

る音叉は負傷し、若しくは疾病に

かかった者に対して必要な措置

を講ずることを目的とする施設

で人事委員会が定めるものにお

ける活動

3　1及び2に掲げる活動のほか、

身体上若しくは精神上の障害、負

傷又は疾病により常態として日

常生活を営むのに支障がある者

一の年につき5日を超

えない範囲内でそのつ

ど必要と諷める日又は

時間（時間単位で与え

た休暇を日に換算する

場合は、8時間をもっ

て1日とする。）

旧

（1釘　社会に貢献する活動（職員が自

発的に、かつ、報酬を得ないで、次

に掲げる社会に貢献する活動（専ら

親族に対する支援となる活動を除

く。）を行う場合で、その勤務しな

いことが相当であると罷められる

とき。）

1　地廣＼暴風雨、噴火等により相

当規模の災害が発生した被災地

又はその周辺の地域における生

活関連物資の配布その他の被災

者を支援する活動

2　身体障害者療護施設、特別養護

老人ホームその他の主として身

体上若しくは精神上の障害があ

る者又は負傷し、若しくは疾病に

かかった者に対して必要な措置

を許ずることを目的とする施設

で人事委員会が定めるものにお

ける活動

3　1及び2に掲げる活動のほか、

身体上若しくは精神上の障害、負

傷又は疾病により常態として日

常生活を営むのに支障がある者

ーの年につき5日を超

えない範囲内でそのつ

ど必要と認める日又は

時間（時間単位で与え

た休暇を日に換算する

場合は、8時間をもっ

て1日とする。）



新 旧
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の介護その他の 日常生活を支援

の 2

1■

F

－ヽ

の介護その他の 日常生活を支援

コの

す る活動 す る活動

4　 国際交流団体又は公的団体が 4　 国際交流団体又は公的団体が

行 う行事等において、通訳その他 行 う行事等において、通訳その他

外国人を支援する活動 外国人 を支援する活動

（弘） 父母、配偶者及び子の祭 日 智上最小限度必要 と

認め一る期間

（雛） 父母、配偶者及び子の祭 日 際習上最小限度必要 と

諷める期間 ．

（妄追）．忌引 け表第 2 に定める期間

内において必要 と認め

る期間

（旦1） 忌引 別表第 2 に定める期間

内において必要 と認め

る期間

前項の規定にかかわらず、再任用短時間勤務職員の特別休日 前項の規定にかかわらず、再任用短時間勤務職員の特別休日

　　　　　　　　　　　　 lち同項の表の10の項、11の項、15の項、16の項、18の項及び20 ち同項の表の10の項、11の項、15の項、17の項及び19の項の休

旦畳 の休暇の承認 を与える期間については、これ らの項に掲げる の承認を与える期間について鱒、これ らの項に掲げる日数に 8

数 に8 時間を乗 じて得た時間数 に 1 週間当た りの勤務時周 を40 間を乗 じて得た時間数に 1 週間当た りの勤務時間を40時間で除

間で除 して得た数を乗 じて得た時間数 （1 時間未満の端数があ て得た数を乗 じて得た時間数 （1 時間未満の端数があるときは、

ときは、これを四捨五入 して得た時間数） を超 えない範囲内と

る。

れを四捨五入 して得た時周 数）を超 えない範囲内 とす る。

（病気休暇及び特別休暇の期間の算定） （病気休暇及び特別休暇の期間の算定）

第14粂　 病気休暇又は特別休暇 （前条第 1 項の表の10の項、11の項、第13粂　 病気休暇又は特別休暇 （前条第 1 項の表の10の項、11の項、

15の項、16の項、18の項及び20の項の休暇を除く。）を一定の期 15の項盈ゼ ロの項．の休暇を除 く。）を一定の期間を定めて与える

間を定めて与える場合の期 間の算定については、当該期間に、条 場合の期間の算定については、当該期間に、条例第 4 条第 1 項、

例第 4 条 第 1 項、第 5 粂及び第 6 条の規定に基づ く週休 日並びに 第 5 粂及び第 6 条の規定に基づく週休 日並びに休 日及び代休 日を

休 日及び代休 日を含むもの とする。 含む もの とす る。

（病気休暇及び特別休暇の承瓢等） （病気休暇及び特別休暇の承認等）



新 旧

第15条　 1 ～ 4　 略 第15粂　 1 ～ 4　 略

5　 病気休暇又は特別休暇 （第 1 項に規定す るもの並びに第12条第 5　 病気休暇又は特別休暇 （第 1 項に規定す るもの並びに第12条第

1 項の表の10の項及び22の項の休暇を除く。）の承認を受けよ う 1 項の表の10の項及び弘 軍属 の休暇を除く。）の承認を受けよう

とす る場合において、その休暇の期間が引き続 き6 日を超 えるも とす る場合において、その休暇の期間が引き続き6 日を超 えるも

のであるときは、医師の証明書その他勤務 しない事由を証明する のであるときは、医師の証明書その他勤務 しない事由を証明す る

書類 を提出しなければならない。 書類を提出しなければな らない。


